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「保安規定変更に係る基本方針」の改訂内容 

 
伊方発電所 3 号機の保安規定変更の審査内容および高浜発電所３，４号機の保安

規定変更（平成２７年１０月 9 日認可）の審査内容を踏まえ、「保安規定変更に係

る基本方針」（改訂４）では明確にされない事項について、記載を追加する。 
 
① 感度解析とＬＣＯ所要数の考え方について 

伊方発電所３号機の保安規定変更の審査において、有効性が確認された感度解析を考慮したＡＯＴを設

定する場合の考え方が整理されたことから、基本方針に反映する。 

 
② ＬＣＯにバックアップ（予備機）を含める事例について 

高浜発電所３，４号機の保安規定変更（平成２７年１０月９日認可）の審査において、可搬型重大事故

等対処設備の予備機も含めた位置的分散により、竜巻発生時における機能維持設計としている場合のＬ

ＣＯ等の設定の考え方が整理されたことから、基本方針に反映する。 
 

具体的には新旧比較表のとおり。 
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改訂４（平成２７年８月） 改訂５（平成２８年１月） 備考 
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改訂４（平成２７年８月） 改訂５（平成２８年１月） 備考 

 

改訂履歴 

 

作成 ··· 平成 26 年  4 月 24 日 

改訂１ · 平成 26 年  5 月 15 日 

改訂２ · 平成 26 年 10 月 16 日 

改訂３ · 平成 27 年  7 月 16 日 

改訂４ · 平成 27 年  8 月 25 日 

 

 

改訂履歴 

 

作成 ··· 平成 26 年  4 月 24 日 

改訂１ · 平成 26 年  5 月 15 日 

改訂２ · 平成 26 年 10 月 16 日 

改訂３ · 平成 27 年  7 月 16 日 

改訂４ · 平成 27 年  8 月 25 日 

改訂５ · 平成 28 年  1 月 7 日 
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４．３ 

改訂４（平成２７年８月） 改訂５（平成２８年１月） 備考 

4.3 LCO・要求される措置・AOT の設定方針 

(1) LCO 設定の考え方 

ｂ．２Ｎ要求の可搬型重大事故等対処設備に対する LCO 設定 

想定される重大事故等の収束に必要な容量「１基あたり２セット」を LCO とし、当

該設備が要求される機能を発揮するために必要な系統（接続に必要な資機材を含む)

について LCO を設定することとし、設定の考え方は上記ａ.-(a)同様とする。 

なお、２Ｎ要求の可搬型重大事故等対処設備については、設置許可基準規則第４３

条第３項第１号の解釈においてバックアップ（予備機）の確保の要求があるが、この

バックアップは故障時および保守点検による待機除外時においても「１基あたり２セ

ット」確保するために配備するものであることから、LCO にはこのバックアップ（予

備機）は含めないこととする。 

また、複数の号炉間で共用する場合は、各ユニットの運転モードに対する所要の２

Ｎ要求の可搬型重大事故等対処設備の合計数が LCO となる。 

（保安規定記載例は、別紙－３「具体的な記載例（川内原子力発電所の例）」参照） 

 

 

 

 

 

ｃ．２Ｎ要求以外の可搬型重大事故等対処設備に対する LCO 設定 

想定される重大事故等の収束に必要な容量「１基あたり１セット」（可搬型重大事

故等対処設備のうち「可搬型直流電源設備等であって負荷に直接接続するもの」につ

いては、「１負荷当たり１セット」）を LCO とし、当該設備が要求される機能を発揮す

るために必要な系統（接続に必要な資機材を含む)について LCO を設定することとし、

設定の考え方は上記ａ.-(a)同様とする。ただし、「工場等外への放射性物質の拡散を

抑制するための設備」の「放水設備」については設置許可基準規則第 55 条および技

術基準規則第 70 条の解釈１．ｄ）の定めにより、「発電用原子炉施設基数の半数以上」

を LCO とする。 

ｄ）放水設備は、複数の発電用原子炉施設の同時使用を想定し、工場等内発電用

原子炉施設基数の半数以上を配備すること。 

 

なお、「可搬型直流電源設備等であって負荷に直接接続するもの」については設置

許可基準規則第４３条第３項第１号の解釈においてバックアップ（予備機）の確保の

要求があるが、このバックアップは故障時および保守点検による待機除外時において

も「１負荷当たり１セット」確保するために配備するものであることから、LCO には

このバックアップ（予備機）は含めないこととする。 

 

また、上記、2N 要求の可搬型重大事故等対処設備同様に複数の号炉間で共用する場

合は、各ユニットの運転モードと所要の２Ｎ要求以外の可搬型重大事故等対処設備の

合計数が LCO となる。 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

4.3 LCO・要求される措置・AOT の設定方針 

(1) LCO 設定の考え方 

ｂ．２Ｎ要求の可搬型重大事故等対処設備に対する LCO 設定 

想定される重大事故等の収束に必要な容量「１基あたり２セット」を LCO とし、当

該設備が要求される機能を発揮するために必要な系統（接続に必要な資機材を含む)

について LCO を設定することとし、設定の考え方は上記ａ.-(a)同様とする。 

２Ｎ要求の可搬型重大事故等対処設備については、設置許可基準規則第４３条第３

項第１号の解釈においてバックアップ（予備機）の確保の要求があるが、このバック

アップは故障時および保守点検による待機除外時においても「１基あたり２セット」

確保するために配備するものであることから、LCO にはこのような重大事故等の対処

に必要な機能の担保とならないバックアップ（予備機）は含めないこととする。 

また、複数の号炉間で共用する場合は、各ユニットの運転モードに対する所要の２

Ｎ要求の可搬型重大事故等対処設備の合計数が LCO となる。 

（保安規定記載例は、別紙－３「具体的な記載例（川内原子力発電所の例）」参照） 

 

なお、重大事故等の対処に必要な機能の担保となるバックアップ（予備機）につい

ては、LCO に含めることとする。 

（添付－５「LCO にバックアップ（予備機）を含める事例」） 

 

ｃ．２Ｎ要求以外の可搬型重大事故等対処設備に対する LCO 設定 

想定される重大事故等の収束に必要な容量「１基あたり１セット」（可搬型重大事

故等対処設備のうち「可搬型直流電源設備等であって負荷に直接接続するもの」につ

いては、「１負荷当たり１セット」）を LCO とし、当該設備が要求される機能を発揮す

るために必要な系統（接続に必要な資機材を含む)について LCO を設定することとし、

設定の考え方は上記ａ.-(a)同様とする。ただし、「工場等外への放射性物質の拡散を

抑制するための設備」の「放水設備」については設置許可基準規則第 55 条および技

術基準規則第 70 条の解釈１．ｄ）の定めにより、「発電用原子炉施設基数の半数以上」

を LCO とする。 

ｄ）放水設備は、複数の発電用原子炉施設の同時使用を想定し、工場等内発電用

原子炉施設基数の半数以上を配備すること。 

 

「可搬型直流電源設備等であって負荷に直接接続するもの」については設置許可基

準規則第４３条第３項第１号の解釈においてバックアップ（予備機）の確保の要求が

あるが、このバックアップは故障時および保守点検による待機除外時においても「１

負荷当たり１セット」確保するために配備するものであることから、LCO にはこのよ

うな重大事故等の対処に必要な機能の担保とならないバックアップ（予備機）は含め

ないこととする。 

また、上記、2N 要求の可搬型重大事故等対処設備同様に複数の号炉間で共用する

場合は、各ユニットの運転モードと所要の２Ｎ要求以外の可搬型重大事故等対処設備

の合計数が LCO となる。 

 

なお、重大事故等の対処に必要な機能の担保となるバックアップ（予備機）につい

ては、LCO に含めることとする。 

（添付－５「LCO にバックアップ（予備機）を含める事例」） 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② LCO にバックアップ（予備機）を含める

事例 

・予備機を LCO に含めない理由の明確化。

 

 

 

 

 

・予備機を LCO に含める事例を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② LCO にバックアップ（予備機）を含める

事例 

・予備機を LCO に含めない理由の明確化。

 

 

 

 

・予備機を LCO に含める事例を記載。 

 

・添付資料の追加により、以降の添付資料

番号の繰り下げ。 

 （以下同様箇所について記載省略） 
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改訂４（平成２７年８月） 改訂５（平成２８年１月） 備考 

 

ｅ．有効性評価、感度解析と LCO 所要数の考え方 

LCO 所要数については、上述ａ．からｃ．に基づき設定されるとともに、この所要

数は、保安規定審査基準に基づき「安全解析の前提条件又はその他の設計条件を満足

すること」として、有効性評価の前提を満足するような LCO の所要数とする。 

また、有効性評価においては、ベースケースに加えて、評価条件を変更した感度解

析を実施しているが、いずれも重大事故等への対応の有効性を確認したものであるた

め、解析上保守的な値を LCO の所要数とする。 

ただし、設置許可本文（本文十号 有効性評価）に記載された評価条件については、

この記載により設置が許可されるものであることから、設置許可本文記載の条件を

LCO の所要数とする。 

なお、設置許可本文に記載された評価条件（即ち、LCO）には抵触するが、有効性

が確認された感度解析の評価条件を満足するような場合におけるLCO逸脱時の措置に

ついては、引き続き検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

(2) AOT 設定の考え方 

ｃ．重大事故等対処設備に対する具体的な AOT の設定 

設計基準事故対処設備のうち ECCS 機器の AOT を参考とする場合の重大事故等対処

設備の AOT は、基本的に以下の(a)および(b)の考え方により設定することとし、設計

基準事故対処設備のうち ECCS 機器以外の AOT を参考とする場合の重大事故等対処設

備の AOT は、基本的に以下の(c)の考え方により設定する。 

また、モード変更に係る AOT については(d)の考え方により設定する。 

 

(a) 常設重大事故等対処設備および2N要求以外の可搬型重大事故等対処設備に対する

AOT 設定（設計基準事故対処設備のうち ECCS 機器の AOT を参考とする場合） 

設計基準事故対処設備は単一故障が発生しても機能が維持できるように、各機

能について多重性や多様性を持たせた設計としており、特に重要な安全機能に係

る設備については、1/2 故障時の LCO 逸脱時においても安全機能が確保されてい

る（安全機能の低下のみ）ため、適用モード期間中（プラントの運転を継続した

状態）での復旧に対する AOT を許容しており、全ての系統が動作不能な場合には

プラント停止することとしている。 

一方、重大事故等対処設備（2N 要求の可搬型重大事故等対処設備を除く。）は

「1N」を LCO として設定することから、LCO 逸脱時において「残りの系統」はな

い（全ての系統が動作不能な場合となる）ことから、設計基準事故対処設備の

AOT の考え方を参考とすると AOT は「0時間」（プラント停止）となるが、重大事

故等の起こりにくさを考慮すると「故障の状況を把握し、軽微な故障である場合

にはプラント停止せずに補修する時間を確保する」ことは許容されるものと考え

る。 

ただし、上記ａ．で述べたとおり、重大事故等対処設備の LCO 逸脱時には LCO

逸脱と判断した当該重大事故等対処設備に対応する設計基準事故対処設備が動

作可能であることの確認が必要である。 

 

具体的な AOT を以下に示す。 

（添付－８「設計基準事故対処設備のうち ECCS 機器の AOT を参考とする場合

 

ｅ．有効性評価、感度解析と LCO 所要数の考え方 

LCO 所要数については、上述ａ．からｃ．に基づき設定されるとともに、この所要

数は、保安規定審査基準に基づき「安全解析の前提条件又はその他の設計条件を満足

すること」として、有効性評価の前提を満足するような LCO の所要数とする。 

また、有効性評価においては、ベースケースに加えて、評価条件を変更した感度解

析を実施しているが、いずれも重大事故等への対応の有効性を確認したものであるた

め、解析上保守的な値を LCO の所要数とする。 

ただし、設置許可本文（本文十号 有効性評価）に記載された評価条件については、

この記載により設置が許可されるものであることから、設置許可本文記載の条件を

LCO の所要数とする。 

なお、設置許可本文に記載された評価条件（即ち、LCO）には抵触するが、有効性

が確認された感度解析の評価条件を満足するような場合※３における LCO 逸脱時の措

置については、LCO の所要数は設置許可本文に記載された評価条件を満足する数量を

設定した上で、要求される措置を見直すこととする。 

※３：有効性が確認された感度解析の評価条件を満足するような場合 

設置変更許可申請書添付書類十（重大事故等に対する対策の有効性評価）

における感度解析により、設置変更許可申請書本文十号に示す評価項目

となるパラメータに対して与える影響が小さいことを確認し、その旨を

設置変更許可申請書添付書類十に記載した場合をいう。 

 

（略） 

(2) AOT 設定の考え方 

ｃ．重大事故等対処設備に対する具体的な AOT の設定 

設計基準事故対処設備のうち ECCS 機器の AOT を参考とする場合の重大事故等対処

設備の AOT は、基本的に以下の(a)および(b)の考え方により設定することとし、設計

基準事故対処設備のうち ECCS 機器以外の AOT を参考とする場合の重大事故等対処設

備の AOT は、基本的に以下の(c)の考え方により設定する。 

また、モード変更に係る AOT については(d)の考え方により設定する。 

 

(a) 常設重大事故等対処設備および 2N 要求以外の可搬型重大事故等対処設備に対す

る AOT 設定（設計基準事故対処設備のうち ECCS 機器の AOT を参考とする場合） 

設計基準事故対処設備は単一故障が発生しても機能が維持できるように、各機

能について多重性や多様性を持たせた設計としており、特に重要な安全機能に係

る設備については、1/2 故障時の LCO 逸脱時においても安全機能が確保されてい

る（安全機能の低下のみ）ため、適用モード期間中（プラントの運転を継続した

状態）での復旧に対する AOT を許容しており、全ての系統が動作不能な場合には

プラント停止することとしている。 

一方、重大事故等対処設備（2N 要求の可搬型重大事故等対処設備を除く。）は

「1N」を LCO として設定することから、LCO 逸脱時において「残りの系統」はな

い（全ての系統が動作不能な場合となる）ことから、設計基準事故対処設備の

AOT の考え方を参考とすると AOT は「0時間」（プラント停止）となるが、重大事

故等の起こりにくさを考慮すると「故障の状況を把握し、軽微な故障である場合

にはプラント停止せずに補修する時間を確保する」ことは許容されるものと考え

る。 

ただし、上記ａ．で述べたとおり、重大事故等対処設備の LCO 逸脱時には LCO

逸脱と判断した当該重大事故等対処設備に対応する設計基準事故対処設備が動

作可能であることの確認が必要である。 

 

具体的な AOT を以下に示す。 

（添付－８「設計基準事故対処設備のうち ECCS 機器の AOT を参考とする場合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 感度解析と LCO 所要数の考え方 

・「有効性が確認された感度解析の評価条件

を満足する場合」の明確化。 

・注記の追加により、以降の注記番号の繰

り下げ。 

 （以下同様箇所について記載省略） 
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の重大事故等対処設備の基本的な AOT と要求される措置」） 

① 1N 要求の重大事故等対処設備が LCO 逸脱となった場合は、残りの系統（重大

事故等対処設備）がない状態となるが、LCO 逸脱となった重大事故等対処設備に

「対応する設計基準事故対処設備が動作可能であることを確認した場合」、軽微

な補修のための期間として、1日目に故障状況把握・隔離、2日目に補修、3日目

に復旧の計「3日間」を AOT として設定することとする。 

 

 

 

（略） 

 

 

（新規追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の重大事故等対処設備の基本的な AOT と要求される措置」） 

① 1N 要求の重大事故等対処設備が LCO 逸脱となった場合は、残りの系統（重大

事故等対処設備）がない状態となるが、LCO 逸脱となった重大事故等対処設備に

「対応する設計基準事故対処設備が動作可能であることを確認した場合」、軽微

な補修のための期間として、1日目に故障状況把握・隔離、2日目に補修、3日目

に復旧の計「3日間」を AOT として設定することとする。 

有効性が確認された感度解析の評価条件を満足する場合は、(e)の考え方によ

り AOT を延長することも可能とする。 

 

（略） 

 

(e) 有効性が確認された感度解析を考慮した AOT 

設置許可本文に記載された評価条件（即ち、LCO）には抵触するが、有効性が

確認された感度解析の評価条件を満足するような場合における LCO 逸脱時の措

置については、重大事故等への対処が可能な状態であることを踏まえた AOT を設

定する。 

なお、保安規定変更認可に係る審査の中で、必要に応じて、不確かさの影響を

把握する観点から、不確かさ評価を実施し、設置変更許可申請書添付書類十にお

ける感度解析の結果を補足する。 

【記載例】 

重大事故等対処設備である１次冷却系統フィードアンドブリードにおける高

圧注入ポンプについて、感度解析により１台で必要な機能を有していることを確

認した場合は、重大事故等対処設備の AOT の上限である「30 日間」までの期間

を AOT として設定する。 

運用上、設計基準事故対処設備としての高圧注入ポンプの AOT として規定して

いる 10 日に合わせ、AOT を 10 日に設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 感度解析と LCO 所要数の考え方 

・(e)の考え方との関連を明確化。 

 

 

 

 

・有効性が確認された感度解析を考慮した

AOT について考え方、記載例を追加。 
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改訂４（平成２７年８月） 改訂５（平成２８年１月） 備考 

 

 

 

（新規追加） 

添付－５ 

LCO にバックアップ（予備機）を含める事例 

 

可搬型重大事故等対処設備のうち、バックアップ（予備機）について重大事故等の対処に必

要な機能の担保とする場合は、LCO に含めることとし、事例を以下に示す。 

 

１．可搬型重大事故等対処設備の予備機も含めた位置的分散により、竜巻発生時における機

能維持設計としている事例（高浜発電所例） 

 

（１）工認における設計 

竜巻に対する屋外の重大事故等対処設備の設計方針として、 

・位置的分散による機能維持 

・悪影響防止のための固縛 

により、竜巻発生時においてもに重大事故等に対処する機能を維持できるよう設計してい

る。 

 
以上を踏まえた、工認における運用設計として、 

 

② LCO にバックアップ（予備機）を含める

事例 

・可搬型ＳＡ設備の予備機も含めた位置的

分散により竜巻発生時の機能維持設計事

例(高浜例)の追記。 
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改訂４（平成２７年８月） 改訂５（平成２８年１月） 備考 

 
 

（２）保安規定による運用 

工認における設計として、放水砲用大容量ポンプ、放水砲、タンクローリー、スプレ

イヘッダに対して、必要数＋予備機を管理すべき数とし、満足しない場合の措置を保

安規定に定めて運用として機能を確保することを担保。 

・対応する設計基準事故対処設備の動作確認。 

・他の発電所からの搬入等による代替品の補充等。 

・当該設備を動作可能な状態に復旧。 

↓ 

達成できない場合、原子炉停止操作等 

 

 

ａ．運転上の制限 

保安規定変更に係る基本方針に基づき、重大事故等対処設備については、運転上の制

限（以下、LCO）を定めて管理すること。また上記の工認における審査を踏まえ、上記の

ＳＡ設備については、予備機も所要数とみなし、LCO を設定して管理する。 

 

ｂ．AOT の考え方 

保安規定変更に係る基本方針に基づき、ＳＡ設備が故障により機能喪失（動作可能な

機能が１Ｎ未満）した場合、対応する DB 設備の動作確認を行い、AOT の７２時間が基本

となる。 

竜巻防護の設計方針は、位置的分散による機能維持、即ち竜巻によって１台が損傷す

ることを前提とし、その上でも必要数を満足するよう、予備機も含めて分散して保管し、

かつ原子炉建屋、海水ポンプ室から１００ｍ以上離隔し、竜巻により同じ機能を有する

設備が同時に機能を喪失しない設計としている。 

よって、AOT については、現状の待機数から、将来の竜巻発生による１台の故障を見越

し、残る台数により AOT を設定する。 

 

ｃ．予備機も含めた位置的分散の管理 

工認において整理した「同じ機能を有するＳＡ設備がない屋外ＳＡ設備」については、
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改訂４（平成２７年８月） 改訂５（平成２８年１月） 備考 

予備機も含めて位置的分散の保管管理を行うことについて、保安規定添付３（重大事故

等および大規模損壊対応に係る実施基準）に規定する。 

以上 

 

 

 

高浜発電所 保安規定記載例（大容量ポンプ、放水砲） 

 

表８５－１３ 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 

 

８５－１３－１ 大気への拡散抑制、航空機燃料火災への泡消火 

 

(1) 運転上の制限  

項 目 運転上の制限 

原子炉格納容器、アニュ

ラス部への放水 

原子炉補助建屋（使用済

燃料ピット内燃料体等）

への放水航空機燃料火災

への泡消火 

大容量ポンプおよび放水砲による放水系１系統※１が動作可

能であること 

適用モード 設 備 所要数 

モード１、２、３、４、

５、６および使用済燃料

ピットに燃料体を貯蔵し

ている期間 

大容量ポンプ（放水砲用） ３台※２※３ 

放水砲 ３個※３ 

泡混合器 １台※３ 

燃料油貯油そう ※４ 

タンクローリー ※４ 

※１：１系統とは、大容量ポンプ３台（予備機１台含む）、放水砲３個（予備機１個含む）

および泡混合器１台。 

※２：２台接続で３号炉と４号炉の両方に同時に放水できる容量を有するもの 

※３：３号炉および４号炉の合計所要数 

※４：「８５－１５－７ 燃料油貯油そう、タンクローリーによる燃料補給設備」において運

転上の制限を定める。 

 

(2) 確認事項 

項 目 確 認 事 項 頻 度 担 当 

大容量ポンプ 

（放水砲用） 

ポンプを起動し、運転状態に異常がない

こと、および吐出圧力が____MPa以上、容

量が_____m3/h以上であることを確認す

る。 

１年に１回 タービン

保修課長 

ポンプを起動し、動作可能であることを

確認する。 

３ヶ月に１

回 

タービン

保修課長 

放水砲 
所要数が使用可能であることを確認す

る。 

１年に１回 タービン

保修課長 

泡混合器 
所要数が使用可能であることを確認す

る。 

１年に１回 タ－ビン

保修課長 

 

 

 

所要数に予備機１台（個）を含めて管理すること

を記載。 
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(3) 要求される措置 

適用 

モード 
条 件 要求される措置 完了時間 

モ ー ド

１、２、

３および

４ 

A. 放水系が

動作不能

である場

合 

A.1 当直課長は、１台の格納容器スプレイ

ポンプを起動し、動作可能であること、

その他の設備※５が動作可能であるこ

と、ならびに使用済燃料ピット水位が

EL31.4m以上および水温が65℃以下で

あることを確認する。 

および 

A.2 タービン保修課長は、代替措置※６を検

討し、原子炉主任技術者の確認を得て

実施する。 

および 

A.3 タービン保修課長は、当該系統を動作

可能な状態に復旧する。 

４時間 

 

 

 

 

 

 

７２時間 

 

 

 

１０日 

B. 条件Ａの

措置を完

了時間内

に達成で

きない場

合 

B.1 当直課長は、モード３にする。 

および 

B.2 当直課長は、モード５にする。 

１２時間 

 

５６時間 

モ ー ド

５、６お

よび使用

済燃料ピ

ットに燃

料体を貯

蔵してい

る期間 

A. 放水系が

動作不能

である場

合 

A.1 タービン保修課長は、当該系統を動作

可能な状態に復旧する措置を開始す

る。 

および 

A.2 当直課長は、１次冷却系の水抜きを行

っている場合は、水抜きを中止する。 

および 

A.3 当直課長は、モード５（１次冷却系非

満水）またはモード６（キャビティ低

水位）の場合１次系保有水を回復する

措置を開始する。 

および 

A.4 タービン保修課長は、代替措置※６を検

討し、原子炉主任技術者の確認を得て

実施する措置を開始する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

※５：残りの格納容器スプレイポンプ１台については、至近の記録等により動作可能である

ことを確認する。 

※６：代替品の補充等。 

 

 

放水系１系統に予備機を含めているため、大容量

ポンプ３台中１台の故障により、放水系の動作不

能と判断する。 
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改訂４（平成２７年８月） 改訂５（平成２８年１月） 備考 

 

工認記載事項から保安規定添付３への反映 

工認 基本設計方針 工認 添付資料 保安規定 

２．３ 外部からの衝撃に

よる損傷の防止 

 

（ｂ）竜巻に対する影響評

価及び竜巻防護対策 

屋外の防護対象施設

は、安全機能を損なわな

いよう、設計荷重に対し

て防護対象施設の構造

強度評価を実施し、要求

される機能を保持する

設計とすることを基本

とする。屋内の防護対象

施設については、設計荷

重に対して安全機能を

損なわないよう、防護対

象施設を内包する施設

により防護する設計と

することを基本とし、外

気と繋がっている屋内

の防護対象施設、並びに

建屋及び竜巻飛来物防

護対策設備による飛来

物の防護が期待できな

い屋内の防護対象施設

は、加わるおそれがある

設計荷重に対して防護

対象施設の構造強度評

価を実施し、安全機能を

損なわないよう、要求さ

れる機能を保持する設

計とすることを基本と

する。防護対象施設の安

全機能を損なうおそれ

がある場合には、防護措

置その他の適切な措置

を講じる設計とする。 

屋外の重大事故等対

処設備は、風（台風）及

び竜巻による風荷重に

対し、位置的分散を考慮

した保管により、機能を

損なわない設計とする。

 

添付２－３－４「竜巻防護に関する屋

外重大事故等対処設備の設計方針」 

 

3.1 位置的分散による機能維持の

設計方針 

位置的分散による機能維持設計

においては、「2. 設計の基本方針」

に記載した基本方針に基づき、位置

的分散を考慮した保管により、機能

を損なわない設計とする。 

(1) 同じ機能を有する重大事故等対

処設備が他にある設備 

同じ機能を有する重大事故等

対処設備が他にある屋外重大事

故等対処設備については、同じ

機能を有する重大事故等対処設

備（設計基準事故対処設備を兼

ねている重大事故等対処設備も

含む）と100m以上の離隔距離を

確保した保管場所を定めて保管

することにより、竜巻により同

じ機能を有する設備が同時に機

能を喪失することがない設計と

する。 

(2) 同じ機能を有する重大事故等対

処設備が他にない設備 

同じ機能を有する重大事故等

対処設備が他にない屋外重大事

故等対処設備については、竜巻

によって1台が損傷したとして

も必要数を満足するよう、予備

も含めて分散させるとともに、

原子炉格納容器、使用済燃料ピ

ット及びこれらの設備が必要と

なる事象の発生を防止する設計

基準事故対処設備、重大事故等

対処設備を内包する原子炉建屋

並びに海水ポンプ室から100m以

上の離隔距離を確保した保管場

所を定めて保管することによ

り、竜巻により同じ機能を有す

る設備が同時に機能を喪失する

ことがない設計とする。 

 

保安規定添付３（重大

事故等および大規模

損壊対応に係る実施

基準） 

 

（３）資機材の配備 

(ｳ) 可搬型重大事

故等対処設備の

保管場所につい

ては、設計基準

事故対処設備の

配置も含めて常

設重大事故等対

処設備と位置的

分散を図り保管

し、屋外の可搬

型重大事故等対

処設備は複数箇

所に分散して保

管する。なお、

同じ機能を有す

る重大事故等対

処設備が他にな

い設備について

は、予備も含め

て分散させる。 

 

 

 


